
第８章 障害者福祉推進課 

 

１ 本県における障害者の現状 

令和４年３月末日現在、本県の身体障害者（児）は、１７８，７２２人（手帳所有者数）、知的障害者（児）

は、４７，１８９人（名簿登載者数）、精神障害者は、令和３年６月末日現在の入院患者９，９４９人、令

和４年３月末日現在の自立支援医療（精神通院医療）受給者１０２，６３０人、三障害総計で３２８，５

４１人（※）となっており、今後とも人口の高齢化、社会環境の変化に伴い、障害者の増加が予想される。

（表１～４） 

障害者・児の福祉については、各種施設や特別支援学校の整備により、施設・機関を中心とした専門的

な支援体制の整備が進められてきたが、近年「ノーマライゼーション」の理念のもとで、在宅支援等を   

中心としたより地域社会に密着した支援の充実や、社会参加・就労参加等への要請が大きくなってきて  

いる。 

また、医療水準の向上により、機能回復が促進される反面、障害者の高齢化が進行し、併せてまた、   

重度障害者が増加する傾向にある。 

こうした状況を踏まえ、今後の障害者福祉の推進に当たっては、福祉・保健・医療・雇用・教育・生活

環境整備など総合的に施策を展開することとし、障害のある人が地域でその人らしく生活できるよう、地

域・在宅福祉施策や積極的な社会参加のための条件整備及び地域社会における障害者への理解促進等に重

点を置いて総合的に施策を推進する。 (※)県として制度上把握している障害者数 

 

表１ 身体障害者数（身体障害者手帳所持者数）  （単位：人） 

区 分 重 度 中 度 軽 度 計 前年度比 

１８歳以上 87,383 69,889 17,754 175,026 28 増 

１８歳未満 2,445 832 419 3,696 41 増 

   計 89,828 70,721 18,173 178,722 69 増 

（注）重度は1級・2級、中度は3級・4級、軽度は5級・6級である。 

   指定都市・中核市含む。以下の表同様。 

表２ 身体障害者の障害別内訳                              （単位：人） 

区分 視覚 
聴覚 

平衡 

音声・言語 

そしゃく 

肢体 

不自由 
心臓 呼吸器 じん臓 

ぼうこう 
・ 

直腸 
小腸 免疫 肝臓 計 

18 歳 

以上 
11,067 12,738 2,560 84,171 32,883 2,124 17,152 10,318 168 1,521 324 175,026 

18 歳 

未満 
113 530 24 2,275 380 123 26 117 7 1 100 3,696 

計 11,180 13,268 2,584 86,446 33,263 2,247 17,178 10,435 175 1,522 424 178,722 

 

表３ 知的障害者数（知的障害者名簿登載者数）  （単位：人） 

区 分 重 度 中 度 軽 度 計 前年度比 

１８歳以上 13,692 9,002 10,839 33,533 1,173 増 

１８歳未満 3,979 3,142 6,535 13,656 272 増 

   計 17,671 12,144 17,374 47,189 1,445 増 



表４ 精神障害者数（入院患者及び精神通院医療患者数の合算）          （単位：人） 

 
在院患者 

自立支援 

医療受給者 
合 計 増 減 (参考)手帳所持者 

平成２９年度 10,624 85,181 95,805 4,784 増 43,574 

平成３０年度 10,360 89,147 99,507 3,702 増 47,235 

令和元年度 10,135 94,170 104,305 4,798 増 51,503 

令和２年度 9,834 108,202 118,036 13,731 増 54,662 

令和３年度 9,949 102,630 112,579 5,457 減 59,159 

 

２ 第七次千葉県障害者計画 

（１）概要 

本県では、令和３年３月、障害のある人の生活全般にわたる施策を総合的にまとめた「第七次千葉県

障害者計画」を策定した。「障害のある人が地域でその人らしく暮らせる共生社会の構築」を目標に、県

が令和５年度までに実施する各種施策を体系的に整理した。 

計画の策定に当たっては、障害のある人とその家族等を含む民間委員で構成する千葉県総合支援協議

会等で１年間にわたる検討を重ねるとともに、関係団体へのヒアリングを行うなど、多くの県民の声を

取り入れた。 

計画の推進については、千葉県総合支援協議会等において、各種施策の実施状況の確認・評価等を行

い、施策展開上の課題などを協議しながら、着実な推進を図る。 

 

（２）計画の性格と法的位置付け 

・本県の障害者施策の総合的基本計画。  

・障害者基本法第１１条第２項に規定する都道府県障害者計画、障害者総合支援法第８９条第１項に規

定する都道府県障害福祉計画及び児童福祉法第３３条の２２第１項に規定する都道府県障害児福祉計

画を一体とした計画。 

 

（３）計画の基本項目 

・名  称  第七次千葉県障害者計画 

・副  題  「障害のある人が地域でその人らしく暮らせる共生社会の構築」を目指して 

・策  定  令和３年３月 

・計画期間  令和３年度～令和５年度 

 

（４）計画の構成 

第１部 総論 

Ⅰ 障害者計画の目指すもの 

Ⅱ 本県の障害のある人の状況 

第２部 現状と課題及び今後の施策の方向性 

Ⅰ 主要な施策 

（１ 入所施設等から地域生活への移行の推進） 

（２ 精神障害のある人の地域生活の推進） 

（３ 障害のある人への理解を広げ権利を擁護する取組の推進） 

（４ 障害のある子どもの療育支援体制の充実） 

（５ 障害のある人の相談支援体制の充実） 



（６ 障害のある人の一般就労の促進と福祉的就労の充実） 

（７ 障害のある人一人ひとりに着目した支援の充実） 

（８ 様々な視点から取り組むべき事項） 

Ⅱ 計画の推進 

第３部 障害福祉サービス等の必要見込量等（第六期障害福祉計画、第二期障害児福祉計画） 

Ⅰ 基本的な考え方 

Ⅱ 各障害福祉サービス等の概要 

Ⅲ 県全体及び圏域別の必要なサービス量の見込み 

    Ⅳ 地域生活支援事業について 

 

（５）計画の推進体制 

ア 千葉県総合支援協議会及び専門部会 

障害者総合支援法に基づいて設置している千葉県総合支援協議会（第七次千葉県障害者計画策定 

推進本部会）において、計画の実施状況の確認と評価及び具体的な方策について検討を行う。また、

本部会の下に、入所・地域生活支援専門部会、精神障害者地域生活支援専門部会、権利擁護専門部会、

療育支援専門部会、相談支援専門部会及び就労支援専門部会を設置し、各専門分野の施策について  

調査・検討を進める。 

イ 千葉県障害者施策推進協議会 

本部会での検討を踏まえた上で、障害者基本法に基づき設置している千葉県障害者施策推進協議会

において、施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項の調査・審議を行う。 

≪参考：策定の経緯≫ 

・千葉県障害者施策推進協議会 

民間の幅広い分野の委員２２名（障害当事者とその家族を含む。）で構成。令和２年度に計２回開催。 

・千葉県総合支援協議会（第七次千葉県障害者計画策定推進本部会） 

民間の幅広い分野の委員２９名（障害当事者とその家族を含む。）で構成。令和２年度に計４回開催。 

・専門部会 

入所・地域生活支援専門部会、精神障害者地域生活支援専門部会、権利擁護専門部会、療育支援専門

部会、相談支援専門部会、就労支援専門部会を令和２年度に各１回開催。 

・団体等ヒアリング 

令和元年度：３９団体 

・パブリックコメントの実施 

令和３年２月２５日～３月８日 

 

３ 障害者差別をなくすための取組の推進 

（１）障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例の施行 

県では、平成１９年７月１日から、「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」を

施行した。 

この条例は、行政や事業主、団体、個人など、様々な立場の県民が力を合わせ、障害のある人に    

対する誤解や偏見等による差別をなくすとともに、障害のある人の日々の生活や社会参加を妨げている

建物や施設、制度などの障壁（バリア）を解消することにより、誰もが暮らしやすい社会づくりを    

進めるために制定された。 

（２）条例に係る取組 

条例に係る取組として、以下の取組などを行っている。 

●個別事案解決の仕組み 



「障害のある人の相談に関する調整委員会」を設置するとともに、身近な地域に「地域相談員」や

相談全体の調整を行う「広域専門指導員」を置き、障害のある人の暮らしの中の差別に関わる問題に

ついて、第三者を交えた話し合いを通じて差別事案の解決を図る仕組みを定めている。（図１参照） 

●障害のある人に対する理解を広げる活動 

広域専門指導員が店舗や事業所等へ出向き、障害者条例等の周知活動を行っている。 

 

図１ 個別事案解決の仕組み 

 

 

（３）障害者差別解消法に係る取組 

平成２８年４月１日から障害者差別解消法が施行され、障害のある人もない人も共に地域で暮らす 

社会を目指して以下の取組を行っている。 

また、同法は令和３年５月に改正され、民間事業者による合理的配慮の提供の義務化などについて定

められた。改正法は令和６年４月１日から施行される。 

ア 障害者差別解消支援地域協議会の設置 

障害のある人からの差別に関する相談事例や差別をなくすための取組について協議をする障害者 

差別解消支援地域協議会を設置している。 

イ 対応要領の策定 

行政機関の職員が適切に対応するため、障害を理由とする差別の解消の推進に関する千葉県職員 

対応要領を策定している。 

 

４ 聴覚障害者の情報保障のための取組 

（１）千葉手話言語等の普及の促進に関する条例の施行 

平成２８年６月２８日に「千葉県手話言語等の普及の促進に関する条例」を施行した。 

この条例は、手話を言語として位置づけ、聴覚障害者の意思疎通手段である手話や要約筆記などを 

普及するとともに、県の責務並びに市町村、県民及び事業者の役割を明らかにし、聴覚障害者と聴覚 

 



障害者以外の者とが共生することのできる地域社会の実現並びに聴覚障害者の自立及び社会参加の促

進に寄与することを目的として制定された。 

（２）条例の概要 

ア 基本理念 

聴覚障害者の特性に応じた意思疎通並びに情報の受信及び発信のための手段が確保されなければ 

ならないことと、手話の普及促進にあたって、ろう者が日常生活又は社会生活を営むために大切に  

受けついできたものであるとの認識を定めている。 

イ 県の責務 

関係機関と協力し、聴覚障害者に対する必要かつ合理的な配慮を行い、手話等の普及促進に努める

とともに、手話等を使用する者と連携し、手話等に対する県民の理解の促進に努めることを定めて  

いる。 

ウ 市町村・県民・事業者の役割 

手話等を使いやすい環境の整備や普及促進、手話等を使用する聴覚障害者への配慮に努めることを

定めている。 

エ 主な施策 

  県民や県職員が手話等を学習する機会の確保や、手話等を用いた情報発信、手話通訳者・要約筆記

者の派遣体制の整備及び学校における手話等普及に努めることを定めている。 

 

５ 障害者総合支援法に基づく障害保健福祉事業 

（１）地域生活支援事業 

専門性の高い相談支援事業として高次脳機能障害支援普及事業、専門性の高い意思疎通支援を行う

者の養成及び派遣事業として、意思疎通支援を行う者として、手話通訳者・要約筆記者・盲ろう者向

け通訳介助員の養成研修を行い、手話通訳者等の広域的な派遣や盲ろう者向け通訳介助員派遣を行っ

ている。 

広域的な支援事業として、手話通訳者、盲ろう者通訳・介助員のコミュニケーション支援のための

研修を行っている。（表７） 

 

表７ 主な地域生活支援事業 

事 業 内 容 

高次脳機能障害支援

普及事業 

高次脳機能障害を有すると診断された者への専門的な相談支援、関係機関と

の支援ネットワークの充実、高次脳機能障害の正しい理解を促進するための

普及啓発、支援手法等に関する研修等を行う事業。 

専門性の高い意思疎

通支援を行う者の養

成研修事業 

障害のある人の情報コミュニケーション支援のため、手話通訳者、要約筆記

者、点訳・朗読奉仕員及び盲ろう者通訳・介助員の養成講座や研修会を開催す

る。 

失語症者の自立と社会参加を図るため、失語症者向け意思疎通支援者の養成

研修を行う。 

身体障害者補助犬育

成及び給付事業 

身体障害者の就労等社会活動への参加を促進し、その福祉の増進を図ること

を目的として、身体障害者補助犬を育成し、給付する。 

身体障害者生活行動

訓練事業 

身体障害者に対して、在宅身体障害者の福祉の増進を図るとともに、広く身体

障害者に対する社会の理解と認識を高めることを目的とする。 

その他事業 オストメイト適応や音声機能など生活訓練、視覚・聴覚障害者の情報支援を行

う事業など。 



（２）更生医療の給付 

身体障害者が障害の程度を軽くし又は取り除き、あるいは障害の進行を防いで、職業上及び日常生活

の便宜を増すために必要な医療給付を行うものであり、国・県・市町村から医療費を支弁している。 

 

 

（３）補装具の交付・修理 

身体障害者（児）に対する補装具の交付・修理の状況は、次のとおりである。 

表９ 補装具の交付・修理状況       （令和３年度実績） 

 交 付（件） 修 理（件） 

義肢 182 189 

装具 1,210 414 

座位保持装置 273 290 

盲人安全つえ 281 1 

義眼 13 0 

眼鏡 139 6 

補聴器 962 691 

車いす 450 667 

電動車いす 52 214 

座位保持いす 59 17 

起立保持具 1 1 

歩行器 74 7 

頭部保持具 29 1 

排便補助具 0 0 

歩行補助つえ 79 3 

重度障害者用意思伝達装置 23 13 

（特例補装具を含む） 

 

６ 地域・生活支援の充実 

在宅障害者の福祉施策としては、障害者自身の自立支援と生きがいの高揚をめざした各種相談事業指導

表８ 更生医療の給付状況           （令和３年度実績） 

障 害 別 
実人員 

（人） 

医療費（千円） 

総    額 公費負担額 

視覚障害 0 0 0 

聴覚・平衡機能障害 1 3,717 187 

音声・言語・そしゃく機能障害 17 5,008 584 

肢体不自由 17 13,156 3,177 

心臓機能障害 18 30,925 14,928 

じん臓機能障害 7,636 20,118,625 6,984,056 

小腸機能障害 7 13,059 3,183 

肝臓機能障害 85 104,961 37,649 

免疫機能障害 1,532 3,938,400 832,685 

訪問看護 21 14,549 3,010 

      計 9,334 24,242,400 7,879,459 



事業及び心身機能の回復援護事業をはじめとし、介護にあたる家庭への援護対策や経済援助などの事業を

実施している。 

（１）相談支援等 

福祉事務所等が、本人及び家族からの各種相談に応じ、更生援助・指導にあたるほか、地域に設置   

された身体障害者相談員、知的障害者相談員が、身近な相談相手としての活動を行っている。また、   

各種援護活動の円滑な実施を図るため、身体障害者手帳、療育手帳の交付を行っている。 

ア 障害者相談センターにおける更生療育相談 

障害者相談センター（身体障害者更生相談所・知的障害者更生相談所）は、障害者に対する医学的・

心理的・職能的専門判定を行う他、各種の専門的相談に応じている。 

表１０ 更生療育相談件数                    （令和３年度実績） 

 相 談 件 数（件） 判定書等交付件数（件） 

来 所 巡 回 来 所 巡 回 

身体障害者 8,293 292 4,136 236 

知的障害者 4,516 428 4,341 143 

イ 療育手帳の交付 

知的障害者（児）に対して一貫した指導・相談を行うとともに、これらの者に対する各種の援助   

措置を受けやすくするため、千葉県療育手帳制度実施要綱に基づき、療育手帳を交付している。 

 

表１１ 療育手帳の交付件数                        （単位：人） 

区 分 重 度 中 度 軽 度 計  

１８歳以上 13,674 8,980 10,786 33,440 令和４年３月 

末日現在 １８歳未満 3,977 3,138 6,296 13,411 

計 17,651 12,118 17,082 46,851 

 

ウ 身体障害者手帳の交付 

身体障害者手帳は、身体障害者福祉法に基づき交付され、各種福祉措置の根拠となるものである。 

 

表１２ 身体障害者手帳所持者数                       （令和4年 3月末日現在） 

区    分 １  級 ２  級 ３  級 ４  級 ５  級 ６  級 合  計 構成比 

   (47) (12) (11) (18) (18) (7) (113)  

視   覚 3,956 3,696 675 788 1,562 503 11,180 6.25% 

    (10) (187) (82) (47) (0) (204) (530)  

聴覚・平衡 685 3,232 1,509 3,112 104 4,626 13,268 7.42% 

音声・言語 (0) (2) (10) (12)   (24)  

そしゃく 124 152 1,504 804 ― ― 2,584 1.45% 

    (1,439) (309) (180) (157) (113) (77) (2,275)  

肢体不自由 19,664 18,058 14,636 22,710 6,950 4,428 86,446 48.37% 

    

心  臓 

(191) (6) (117) (66)    (380)  

内 22,290 198 4,816 5,959 ― ― 33,263 18.61% 

    

じん臓 

(24) (1) (1) (0)   (26)  

  15,595 82 1,292 209 ― ― 17,178 9.61% 

部   

呼吸器 

(88) (6) (17) (12)   (123)  

  683 45 986 533 ― ― 2,247 1.26% 



  ぼうこう 

直  腸 

(10) (9) (69) (29)   (117)  

障 53 55 710 9,617 ― ― 10,435 5.84% 

    

小  腸 

(3) (0) (3) (1)   (7)  

  47 8 26 94 ― ― 175 0.10% 

害   

免疫機能 

(1) (0) (0) (0)   (1)  

  411 429 393 289 ― ― 1,522 0.85% 

   

肝  臓 

(99) (1) (0) (0)   (100)  

  309 56 33 26 ― ― 424 0.24% 

    (1,912) (533) (490) (342) (131) (288) (3,696)  

    計 63,817 26,011 26,580 44,141 8,616 9,557 178,722 100.00% 

等級別割合％ 35.71% 14.55% 14.87% 24.70% 4.82% 5.35% 100.00%  

 注意 上段（ ）は、18歳未満児の再掲である。      

 

（２）専門性の高い相談支援 

外傷性脳損傷や脳血管障害等により、記憶障害・判断、遂行障害等の後遺症を呈する高次脳機能障害

者について、平成１３年度から平成１７年度の５か年で実施したモデル事業で得られた成果を踏まえ、

機能回復訓練、社会復帰や生活・介護支援及び各種のサービスの提供を行っている。 

ア 高次脳機能障害支援普及事業（令和３年度事業実績） 

・高次脳機能障害者に対する相談・指導・訓練 

支援拠点機関：千葉県千葉リハビリテーションセンター 

地域支援拠点機関：旭神経内科リハビリテーション病院、亀田リハビリテーション病院、総合病

院国保旭中央病院 

・研修会開催、広報誌発行等の広報啓発事業 

・延相談件数件６，９３２件 

 

イ 高次脳機能障害支援センター事業  

千葉県千葉リハビリテーションセンターに高次脳機能障害支援センターを設置し、より専門的な 

社会復帰に向けた個別支援の強化を図る。 

・延相談件数５，８７７件 

 

（３）経済援助 

在宅の心身障害児（者）又はその保護者に対する各種手当を給付し、重度障害児（者）に対する医療

費の助成を行い、経済的負担の軽減を図っている。また、保護者が死亡した後の経済援助の一環として、

扶養年金制度を実施している。 

ア 特別児童扶養手当の支給 

特別児童扶養手当は、公的年金等を受けることができない２０歳未満の精神又は身体に障害を  

有する児童を監護療育している者に対して支給している。支給額は、障害の程度により１人あたり  

月額１級は５２，４００円、２級は３４，９００円（令和４年度）となっている。 

 

表１３ 特別児童扶養手当の支給状況 

年 

度 

受給者数

(人) 

児   童   数   （人） 手当月額（円） 
支給総額

（円） 
身 体 障 害 知的 

障害 

知的障害以外 

の精神障害 

重複 

障害 
１ 級 ２ 級 

外部障害 内部障害 



29 6,678 1,575 298 3,293 418 76 51,450 34,270 3,517,508,170 

30 6,828 1,482 325 4,789 447 78 51,700 34,430 3,574,508,760 

元 6,824 1,397 306 4,929 434 75 52,200 34,770 3,678,048,450 

2 6,921 1,329 345 5,029 460 75 52,500 34,970 3,725,192,600 

3 6,748 1,272 305 4,974 437 65 52,500 34,970 3,738,523,970 

 

イ 特別障害者手当の支給 

昭和６１年４月から精神又は身体に著しく重度の障害を有するために、日常生活において常時特別

の介護を要する在宅障害者に手当を支給している。支給額は、１人月額２７，３００円       

（令和４年度）となっている。 

ウ 障害児福祉手当の支給 

昭和６１年４月から精神又は身体に重度の障害を有するために、日常生活において常時介護を  

要する在宅障害児に手当を支給している。支給額は、１人月額１４，８５０円（令和４年度）となっ

ている。 

エ 在宅重度知的障害者及びねたきり身体障害者福祉手当の支給 

在宅の重度知的障害者やねたきりになってしまっている身体障害者等を対象に手当を支給している

市町村（千葉市、船橋市及び柏市を除く。）に対し、補助を行っている。 

受給延人員 ３１，１４０人   補助金額 １３３，６１４，４２４円（令和３年度） 

市町村への補助基準月額 ８，６５０円 （受給者への支給月額は市町村により異なる） 

 

オ 重度心身障害者（児）医療費の公費負担 

重度心身障害者（児）の医療費負担の軽減を図るため、法律に基づく保険により医療の給付がなさ

れた時、市町村において当該医療の給付に伴う自己負担すべき額を支給し、県はその財源の一部を補

助している。 

給付実人員 ７０，８７５人   補助金額 ３，７１７，５６８千円（令和３年度実績） 

 

カ 心身障害者扶養年金制度 

心身に障害があるため、独立自活することが困難な障害者を扶養している者が、毎月一定の掛金を

拠出し、扶養者に万一のことがあった場合、後に残された心身障害者に一定の年金を給付する。昭和

４４年に発足し、令和４年３月現在で、延加入口数は１，５２５口となり、延１，７６５口分の年金

を支給している。 

 

表１４ 加入口数の推移                  （単位：口） 

年度 新規加入口数 死亡脱退口数 年度末延加入口数 

平成２９年度 27 74 1,757 

平成３０年度 35 104 1,688 

令 和 元 年 度 18 98 1,608 

令 和 ２ 年 度 34 78 1,564 

令 和 ３ 年 度 47 82 1,525 

 

表１５ 年金支給状況              

年度 年度末延年金支給口数（口） 支 給 額（千円） 



平成２９年度 1,672 407,260 

平成３０年度 1,703 409,240 

令 和 元 年 度 1,724 420,760 

令 和 ２ 年 度 1,750 425,980 

令 和 ３ 年 度 1,765 432,500 

※一口当たりの年金額は月額20,000 円 

 

表１６  弔慰金・脱退一時金支給状況 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

区分 支給口数

（口） 

支給額 

（千円） 

支給口数

（口） 

支給額 

（千円） 

支給口数

（口） 

支給額 

（千円） 

弔慰金 16 2,436 9 1,665 5 750 

脱退一時金 0 0 2 150 1 75 

 

７ 精神保健医療対策の充実 

精神障害のある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう保健、医療、

福祉関係者による「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を推進することとしている。 

  なお、精神障害のある人の地域生活への移行や地域生活を継続するための支援を積極的に取り組んでい

る精神科病院を「千葉県精神障害者地域移行・地域定着協力病院」として認定し、公表している。 

 また、アルコール、ギャンブル等の依存症者及びその家族に対して包括的に支援するため、千葉県アル

コール健康障害対策推進計画、千葉県ギャンブル等依存症対策推進計画を策定し、依存症対策事業を実施

している。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大などに伴う収入減や孤独感の増大などによる不安の解消

を図るため、県民や医療従事者等向けに不安解消や相談窓口を掲載したパンフレット等を作成し、精神保

健福祉センターのホームページで公表するとともに、保健所等を通じて関係機関などに配布することで、

相談対応に加え、適宜必要な情報の提供に努めている。 

 

（１）精神病床及び入院患者等の推移 

本県（指定都市を除く）における精神障害による入院患者数は、ほぼ横ばいである。令和４年４月１

日現在における精神科病院は４４病院、精神病床数は１０，９３４床、令和３年６月末現在における入

院患者数は９，９４９人となっている。（表１７） 

入院患者のうち、措置入院患者数は昭和４６年の１，６２５人（指定都市を含む）をピークに、以後

減少傾向を示し、平成３年頃よりほぼ横ばいとなり、令和４年６月末現在で４７人（指定都市を除く）

となっている。 

一方、自立支援医療（精神通院）制度の受給者は逐次増加し、令和４年３月末現在における受給者数

は、８４，４２０人（指定都市を除く）となっている。 

（２）医療・保護の申請・通報及び届出等による精神保健指定医の診察状況 

精神障害者又はその疑いのある者を知った者は、誰でもその者について精神保健指定医の診察及び必

要な保護を申請することができる。また、警察官等からの通報、精神科病院の管理者からの届出があっ

た場合も、必要に応じ精神保健指定医による診察を行う。令和３年度の警察官からの通報３４４件 

（５８．２％）、検察官からの通報８６件（１４．６％）、矯正施設の長からの通報１５４件（２６％）、

その他７件（１．２％）の合計５９１件である。これらによって精神保健指定医の診察を受けた者の件



数５０７件、診察の結果、緊急措置入院１１０件（２１．７％）、措置入院３４７件（６８．４％）であ

り、計４５７件（９０．１％）となっている。（表１８） 

 

表１７ 千葉県における精神病床数及び入院患者数等の推移 

 ２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

精神科病院数 43 43 43 44 44 

精神病床数 11,067 10,839 10,999 10,965 10,934 

入院患者数 10,624 10,360 10,135 9,834 9,949 

措置入院患者数 77 69 45 50 47 

自立支援医療（精神通院医療）受給者数 70,032 73,119 77,498 89,325 84,420 

（注）１．精神病床数は4月 1日現在、自立支援医療（精神通院医療）の受給者数は年度末現在、その他は

６月末日現在 

２．平成14年度以降の数値は、指定都市分を除いている。 

入院患者数の平成29年以降の数値は、指定都市分を含む。 

措置入院患者数は、知事命令による措置入院患者数であり、千葉市長命令分は含まない。 

表１８ 申請・通報・届出別診察件数                        （令和３年度） 

区分 

通報 

件数

（A） 

調査に

より診

察の必

要が無

いと認

めた者 

診察を受けた者 

措置診察 

（法第29条診察実施） 

緊急措置診察 

（法第29条の2診察実施） 

措置入

院（B） 

措置診

察のみ 

(B)/(A) 

(％) 
計 

緊急措

置入院

（C） 

緊急措

置診察

のみ 

(C)/(A) 

（％） 
計 

一般人からの申請 0 0 0 0 0% 0 0 0 0 0 

警察官からの通報 344 17 284 25 82.5% 309 106 17 30.8% 123 

検察官からの通報 86 24 55 7 63.9% 62 0 0 0 0 

保護観察所の長から

の通報 
0 0 0 0 0.0% 0 0 0 0 0 

矯正施設の長からの

通報 
154 153 1 0 0.6% 1 0 0 0 0 

精神科病院の管理者

からの届出 
0 0 0 0 0% 0 0 0 0 0 

指定通院医療機関の

管理者及び保護観察

所の長からの通報 

0 0 0 0 0.0% 0 0 0 0 0 

申請通報届出によら

ないもの 
7 0 7 0 100% 7 4 0 57.1% 

4 

 

計 591 194 347 32 58.7% 379 110 17 18.6% 127 

※通報件数（Ａ）は、本年度末結果未確定件数３件を含む。 

※調査により診察の必要がないと認めた者の件数と診察を受けた者の件数には、前年度末結果未確定件数２

件も含む。 

（３）精神障害者保健福祉手帳の交付 

精神障害者に各種の支援策が講じられることを促進し、自立と社会参加の促進を図ることを目的とし

て、精神障害者保健福祉手帳を交付している。 



 

表１９ 精神保健福祉手帳所持者数（全県） 

 １級 ２級 ３級 合計 

平成２９年度 6,888 25,846 10,840 43,574 

平成３０年度 6,970 27,984 12,281 47,235 

令和元年度 6,961 30,281 14,261 51,503 

令和２年度 7,144 32,033 15,485 54,662 

令和３年度 7,291 34,448 17,420 59,159 

 

８ 障害者の社会参加の促進 

障害者の社会参加を促進するためには、生活環境の整備に加え、障害者自身の社会的生活能力の向上が

重要であり、そのための施設の整備、施策の充実を図っている。 

 

（１）視聴覚障害者情報提供施設 

視覚障害者の教養と福祉の増進を図るため、点字図書・声の図書の貸出閲覧、雑誌の作成・貸出等

を行う視覚障害者総合支援センターちば（視覚障害者情報提供施設）に対し、運営費補助を行って  

いる。   

また、聴覚障害者の社会参加を支援するため、手話通訳者・要約筆記等の養成と派遣、字幕入り映

像ライブラリーの運営を行う千葉聴覚障害者センター（聴覚障害者情報提供施設）に対し運営費補助

を行っている。 

 

 （２）盲ろう者支援事業 

    視覚と聴覚の両方に障害のある盲ろう者の自立や社会参加を目的として、盲ろう者に対してコミュ

ニケーション訓練や調理訓練などを行う盲ろう者向け生活訓練事業や盲ろう者やその家族等から日常

生活や福祉制度等に関する様々な相談に対応する盲ろう者向け相談支援事業を行っている。 


